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( )

-

3 款 4 項 1 目

2 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

災害廃棄物処理業務 979,983,000 円

土砂撤去及び家屋解体業務 598,175,000 円

円

人件費/総事業費 - ％ - ％ 19.51 ％ - ％

総事業費(A)+(B) - 千円 - 千円 530,546 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 15.91

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B)

千円 千円

17.67

事
業
費

-

嘱託職員 0.25 -
103,512

一般財源 千円 千円 228,083 千円

-千円

-

臨時職員 1.51 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

427,034 千円 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 千円 千円

198,951 千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　被災者支援（５２,１５９千円）
　　　　(1)　応急仮設住宅の提供（１３,４５０千円）
　　　　　　住宅困窮者となった被災者に広島県が提供したみなし仮設住宅について、市分の負担金を
　　　　　支払った。（提供戸数５２戸　うち市負担戸数３０戸）
　　　　(2)　被災住宅の応急修理（９,４２８千円）
　　　　　　住宅が半壊（全壊・大規模半壊を含む）の被害を受け、自らの資力では応急修理ができない
　　　　　者を対象に修理費の一部を負担した。（１７戸）
　　　　(3)　応急復旧資材の配布（１５,５９４千円）
　　　　　　応急復旧に必要なブルーシート、土のう袋、木杭等の資材を調達し、住民や自治会等に配
　　　　　布した。
　　　　(4)　物資（炊出し等含む）の提供（１１,２６０千円）
　　　　　　 被災者や避難者の生活支援に向けて、必要な物資を調達し提供した。
　　　　(5)　スクールバスの臨時運行・学用品の給与（２,４２７千円）
　　　　　　通学困難となった生徒に対し、スクールバス等の臨時便を運行した。（２校）
　　　　　　被災した児童生徒に対し、学用品等の給与を行った。（９校２２人）

　　　２　災害廃棄物処理・土砂撤去（３６３,３１９千円）
　　　　(1)　災害廃棄物の処理（１５７,５１７千円）
　　　　　　 災害廃棄物を迅速に除去するための仮置場 を設置するとともに、分別、破砕・選別、リサイ
　　　　　クル等を行いながら、適正処理を推進した。
　　　　(2)　居住地内に流入した堆積土砂等の撤去（２０５,８０２千円）
　　　　　　半壊以上の建築物の解体・撤去や、居住地内に流入した災害廃棄物および堆積土砂の撤
　　　　　去を行い、また、所有者がこれらの解体・撤去を行った場合には、その費用を市が負担した。
　　　　　　①市による解体・撤去：２７２件/２７７件（公費解体：５８件/６２件を含む）
　　　　　　②所有者への費用負担：１６１件/１７０件

　　　３　災害対応事務費（１１,５５６千円）
　　　　(1)　避難所の運営（５,６４１千円）
　　　　　　開設した施設の光熱水費や、夜間警備員の配置費用など
　　　　(2)　その他（５,９１５千円）
　　　　　　公用車用燃料、トラック等のレンタル料など

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　平成３０年７月豪雨における災害対応等検証委員会の検証結果報告などをふまえ、さらに迅速かつ
的確な救助を行うことができる体制づくりに取り組む。

根拠法令 災害救助法

目　的
（何のために）

　災害に対して、応急的に、必要な救助を行い、被災者の保護と社会秩序の保全を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　被災者

所　属 総務部　危機管理課　防災対策係 総合計画施策体系 8

事務事業名 災害救助支援事業 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 17 新規・継続 新規

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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2 款 4 項 3 目

5 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 502 2 新規・継続

所　属 選挙管理委員会事務局　選挙係 総合計画施策体系 2

新規

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

事務事業名 県議会議員選挙事務 ソフト一般会計

　公職選挙法施行令第141条により、市の選挙管理委員会が管理執行することと規定されており、投開
票事務に従事する職員の配置見直し等の事務の効率化を図るとともに、最小の費用及び人員で、支
障なくかつ適正に選挙が管理・執行されるよう努める。

根拠法令 公職選挙法

目　的
（何のために）

　平成31年4月29日任期満了に伴う広島県議会議員選挙の公正かつ適正な管理及び執行を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　県議会議員選挙の有権者

千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　選挙名：広島県議会議員一般選挙
　　　告示日：平成３１年３月２９日　選挙期日：平成３１年４月７日
　　　定数：４名（東広島市選挙区）

　　　１　非常勤職員報酬等（１７０千円）
　　　　　選挙長・期日前投票管理者・立会人等に対する報酬（82千円）
　　　　　選挙長・期日前投票管理者・立会人等に対する費用弁償（88千円）

　　　２　ポスター掲示板作成（８７９千円）
　　　　　市内５１２カ所に設置する公営ポスター掲示板作成
　
　　　３　投票事務に係る経費（７,７９５千円）
　　　　　投票所入場券作成（1,227千円）、投票所入場券郵送（6,207千円）
　　　　　臨時職員（361千円）

　　　４　選挙啓発に係る経費（１,１４５千円）
　　　　　啓発チラシ作成（238千円）、啓発物品（796千円）、明るい選挙推進大会（111千円）

　　　５　準備に係る経費（１,７0１千円）
　　　　　臨時職員（1,108千円）、消耗品等（593千円）

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

事業費合計（A) 千円 千円

11,690
財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

地方債 千円

千円 千円

11,690 千円 28,115 千円

千円 28,115 千円

千円 千円
事
業
費

-

嘱託職員 -
7,897

一般財源

その他 千円 千円

-

臨時職員 -

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B)

千円 千円

1.12

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.12
-千円

千円千円 千円

％ - ％

総事業費(A)+(B) 千円 千円 19,587 千円

人件費/総事業費 ％ ％ 40.32

- 千円

円H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費
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-

2 款 4 項 4 目

5 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 502 3 新規・継続

所　属 選挙管理委員会事務局　選挙係 総合計画施策体系 2

新規

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

事務事業名 市議会議員選挙事務 ソフト一般会計

　公職選挙法施行令第141条により、市の選挙管理委員会が管理執行することと規定されており、投開
票事務に従事する職員の配置見直し等の事務の効率化を図るとともに、最小の費用及び人員で、支
障なくかつ適正に選挙が管理・執行されるよう努める。

根拠法令 公職選挙法

目　的
（何のために）

　平成31年4月26日任期満了に伴う東広島市議会議員選挙の公正かつ適正な管理及び執行を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　市議会議員選挙の有権者

千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　選挙名：東広島市議会議員一般選挙
　　　告示日：平成３１年４月１４日選挙期日：平成３１年４月２１日
　　　定　数：３０名

　　　１　立候補届出に係る経費（６６７千円）
　　　　　七つ道具等

　　　２　ポスター掲示板作成（４,９３９千円）
　　　　　市内５１２カ所に設置する公営ポスター掲示板作成

　　　３　投票事務に係る経費（６０３千円）
　　　　　投票用紙等作成

　　　４　選挙啓発に係る経費（７９２千円）
　　　　　横断幕・のぼり（376千円）、啓発チラシ等作成（416千円）

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

事業費合計（A) 千円 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

地方債 千円

千円 千円

7,001 千円 100,673 千円

千円 千円

千円 千円
事
業
費

-

嘱託職員 -
7,897

一般財源

その他 千円 千円

-

臨時職員 -

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B)

千円 千円

1.12

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.12
-千円

千円千円 7,001 千円 100,673

％ - ％

総事業費(A)+(B) 千円 千円 14,898 千円

人件費/総事業費 ％ ％ 53.01

- 千円

円H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費
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( )

-

2 款 4 項 5 目

5 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

円H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

-

％ - ％

総事業費(A)+(B) 2,543 千円 1,812 千円 2,558 千円

人件費/総事業費 56.78 ％ 77.43 ％ 89.17

- 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.20 0.19 0.32
-千円

千円千円 千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.20

1,444 千円

0.23

1,403 千円

0.32

事
業
費

-

嘱託職員 -
2,281

一般財源

その他 1,099 千円 409 千円 277

-

臨時職員 0.04 -

千円

千円 8,876 千円

277 千円 8,876 千円

千円 千円

千円 千円

国県支出金 千円 千円

地方債 千円

　公職選挙法施行令第141条により、市の選挙管理委員会が管理執行することと規定されており、投開
票事務に従事する職員の配置見直し等の事務の効率化を図るとともに、最小の費用及び人員で、支
障なくかつ適正に選挙が管理・執行されるよう努める。

根拠法令 公職選挙法

目　的
（何のために）

　財産区議会議員一般選挙の公正かつ適正な管理及び執行を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　財産区議会議員選挙の有権者

千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　選挙名：西高屋財産区議会議員一般選挙　（無投票）
　　　告示日：平成３１年１月１５日　選挙期日：平成３１年１月２０日
　　　定　数：１２名

　　　１　非常勤職員報酬（４９千円）
　　　　　選挙長、選挙立会人に対する報酬
　
　　　２　立候補届出に係る経費（１３９千円）
　　　　　七つ道具等
　
　　　３　投票事務に係る経費（８９千円）
　　　　　投票用紙作成等（43千円）
　　　　　ポスター証紙（46千円）

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

事業費合計（A) 1,099 千円 409 千円

財
源
内
訳

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 502 4 新規・継続

所　属 選挙管理委員会事務局　選挙係 総合計画施策体系 2

継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

事務事業名 財産区議会議員選挙事務 ソフト一般会計
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( )

-

2 款 4 項 1 目

5 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 502 10 新規・継続

所　属 選挙管理委員会事務局　選挙係 総合計画施策体系 2

継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

事務事業名 選挙管理委員会及び事務局運営事務 ソフト一般会計

　選挙管理委員会の設置は法令で定められ、また、その業務は法令に定められた権限に基づき執行
しているが、会議の運営や事務処理等について、より効率的に行えるよう努める。

根拠法令 公職選挙法

目　的
（何のために）

　公職選挙法に基づく適正な選挙管理の運営

対　象
（誰・何を対象に）

　公職選挙法に基づく有権者

千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　各種選挙管理の執行（１,８２０千円）
　　　　　公職選挙法をはじめとする法令等に基づき、各種選挙を適切に執行するため、選挙管理委
　　　　員会の事務を行った。

　　　２　名簿調製等（７７９千円）
　　　　　選挙人名簿、海区漁業調整委員会委員選挙人名簿の調製、裁判員候補者、検察審査員候
　　　　補者の選定を行った。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

事業費合計（A) 2,667 千円 2,537 千円

20
財
源
内
訳

国県支出金 25 千円 18 千円

地方債 千円

千円 千円

2,599 千円 7,335 千円

千円 20 千円

千円 千円
事
業
費

-

嘱託職員 -
4,914

一般財源 2,642

その他 千円 千円

-

臨時職員 0.20 0.74 -

千円 2,519
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.25

1,806 千円

0.49

2,105 千円

1.44

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.25 0.29 0.70
-千円

千円千円 2,579 千円 7,315

％ - ％

総事業費(A)+(B) 4,473 千円 4,642 千円 7,513 千円

人件費/総事業費 40.38 ％ 45.35 ％ 65.41

- 千円

円H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

-25-



( )

-

1 款 1 項 1 目

5 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 502 11 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 議会事務局 総合計画施策体系 2

事務事業名 議会及び事務局運営業務 ソフト一般会計

根拠法令 地方自治法第89条及び第138条第2号

目　的
（何のために）

　議会活動の円滑な運営補助に努めるとともに、市議会だよりの発行、インターネット動画配信、会議
録の公開などにより議会活動状況情報を発信し、市民の議会に対する理解を深める。

対　象
（誰・何を対象に）

　議員及び市民

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　議員報酬、政務活動費等及び議会活動の円滑な運営補助（３３７,１６５千円）
　　　　　議会の効率的運営及び議会活動の活性化を目標として、運営補助を行った。
　　　　　【議員報酬等：240,923千円、市議会議員共済会負担金：63,649千円、
　　　　　　政務活動費：6,773千円、議会活動：25,820千円】

　　　２　市議会だより発行（８,９５０千円）
　　　　　年4回（6月、9月、12月、3月）発行し、全世帯に配布すると同時に、市役所、支所、図書館
　　　　等へも配置することで、広く市民に議会活動の情報をお知らせした。
　
　　　３　本会議のインターネット動画配信（４９５千円）
　　　　　東広島市のホームページ上で、市議会情報として本会議録画映像をインターネットで配信
　　　　した。

　　　４　会議録の公開（１,１６２千円）
　　　　　定例会・臨時会の会議録について、議会事務局、各支所の地域振興課、中央図書館等で
　　　 閲覧用に配置すると同時に、東広島市のホームページ上で市議会情報として公開することで、
　　 　本会議の審議内容、結果等の情報を簡易に得られる手段の確保を図った。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　議会活動のさらなる活性化への取り組みを補助し、市民の議会に対する理解・認識を深める。

347,772 千円 360,993 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 349,753 千円 348,130 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 236 千円 220 千円 227 千円 175 千円

一般財源 349,517 千円 347,910 千円 347,545 千円 360,818

-千円

-

臨時職員 0.41 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 9.55 9.15 9.54

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 9.55

68,278 千円

9.56

65,053 千円

9.54

事
業
費

-

嘱託職員 -
67,040

総事業費(A)+(B) 418,031 千円 413,183 千円 414,812 千円 - 千円

人件費/総事業費 16.33 ％ 15.74 ％ 16.16 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

円

-26-



( )

-

2 款 1 項 1 目

5 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 1 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

4

事務事業名 総務一般事務 ソフト一般会計

根拠法令

所　属 総務部　総務課　行政経営係 総合計画施策体系

目　的
（何のために）

　庁内及び部内の総合的な連絡調整及び事務管理を通して、市政全般の円滑かつ統一的な事務の
推進を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市職員及び市民

事業の概要
及び

H30活動実績

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　引き続き、行政改革、行政評価等を積極的に推進し、効果的で効率的な行政経営を目指す。

【新】５　特定防衛施設周辺整備調整交付金の積立（１７,７５５千円）
　　　　　平成30年7月豪雨災害により中止となった事業分の特定防衛施設周辺整備調整交付金を
　　　　後年度の防衛施設周辺整備事業の財源とするため、平成30年度交付金の一部を基金に積
　　　　み立てた。

　　　６　東広島市教育大綱の策定（８千円）
　　　　　本市の教育行政を推進するための基本指針となる新たな「東広島市教育大綱」を総合教育
　　　　会議（開催数:3回）において策定した。
　　　　　計画期間：令和元年度～5年度

　　　１　第６次東広島市行政改革の推進（１６０千円）
　　　　(1)　第6次東広島市行政改革実施計画（計画期間：H30～R4）を策定するとともに、計画全体
　　　　　の進捗管理を行った。
　　　　(2)　事務事業の内容、費用、成果並びに当該事業における市が実施する必要性、有効性、
　　　　   効率性について、計画及び評価を実施し、公表した。

　　　２　使用料等審議会の運営（１３３千円）
　　　　　使用料・手数料の新規設定及び改定案件について、有識者等で構成する使用料等審議会
        において、適正な使用料等の設定を行うための審議を行った。
　　　　　 開催数：3回（53案件）

　　　３　指定管理者候補者選定審査会の運営（１７４千円）
　　　　　「公の施設」の管理運営を委ねる指定管理者の候補者選定を行うため、審査会を開催した。
　　　　　開催数：7回（108施設分）

　　　４　防衛施設に係る周辺整備事業等の調整（２４千円）
　　　　　特定防衛施設周辺整備調整交付金を活用して実施する事業について、 関係部署並びに
　　　　関係機関と協議・調整を行った。
　　　　　また、防衛施設周辺整備全国協議会及び全国基地協議会を通じて、国に対し周辺対策の
　　　　充実に関する要望等を行った。

　　　７　全庁・部内事務の総括（５,９６６千円）
　　　　(1)　市民総合賠償補償保険：3,230千円
　　　　(2)　議会委員会行政視察旅費： 504千円
　　　　(3)　北海道胆振東部地震災害見舞金：1,000千円　他

24,220 千円 9,198 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 8,092 千円 6,380 千円

17,755 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

一般財源 8,092 千円 6,380 千円 6,465 千円 9,198

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 3.70 3.70 3.80

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 3.70

26,750 千円

3.70

25,974 千円

3.80

事
業
費

-

嘱託職員 -
26,676

総事業費(A)+(B) 34,842 千円 32,354 千円 50,896 千円 - 千円

人件費/総事業費 76.78 ％ 80.28 ％ 52.41 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円

-27-



( )

-

2 款 1 項 2 目

5 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

14,159 千円 15,691 千円

千円

16,759 千円 15,689 千円 14,159 千円 15,691

-千円

-

千円 千円

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 78.42 ％ 79.24 ％ 80.51 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 77,653 千円 75,574 千円 72,640 千円 - 千円

人
役
内
訳

正規職員 8.15 8.25 8.05

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 9.15

60,894 千円

9.25

59,885 千円

9.05

事
業
費

-

嘱託職員 1.00 1.00 1.00 -
58,481

一般財源

臨時職員 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 16,759 千円 15,689 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　引継ぎを受ける文書の増加により書庫スペースがひっ迫しているため、紙文書の削減及び効率的な
文書管理を行う必要がある。

　　　１　法規集・東広島市例規の管理（４,４１５千円）
　　　　(1)　議案の審査及び調製並びに規則、訓令、告示（規程形式に限る。）等の審査並びに
　　　　　これらの例規等の公布、公示、公表等の手続を行った。
　　　　(2)　庁内ネットワークに登載している例規等の更新を行うことにより、各所属において迅速
           に最新の例規等を参照することができる環境の維持及び管理を行った。

　　　２　ファイリングシステム及び書庫の維持管理（２,５６２千円）
　　　　　各所属から引継ぎを受けた公文書を書庫で保管するとともに、保存年限が満了した文書
　　　　の廃棄を行った。
　　　　(1)　ファイル用品：1,801千円
　　　　(2)　公文書廃棄業務委託料：567千円
　　　　(3)　助実書庫警備：194千円

　　　３　文書逓送業務（５,９１０千円）
　　　　　各所属間で文書を円滑に受け渡すため、逓送ルートを設定し、逓送業務を行った。

　　　４　情報公開審査会の開催（１４１千円）
　　　　　公文書部分公開決定に対し、行政不服審査法の規定による審査請求を受けた案件に
　　　　ついて、情報公開審査会へ諮問し、同審査会において審議を行った。
　　　　(1)　開催回数：3回
　　　　(2)　諮問案件：2件

　　　５　個人情報保護審議会の開催（５１千円）
　　　　　個人情報の収集に係る諮問について、個人情報保護審議会において審議を行った。
　　　　(1)　開催回数：1回
　　　　(2)　諮問案件：2件

　　　７　法制執務、個人情報の保護、情報公開等の総括（９７３千円）
　　　　　職員の能力の維持向上に資する研修への参加、事務の実施上必要な消耗品の購入
　　　　等を行った。

　　　６　広島県行政不服審査会への事務委託（１０７千円）
　　　　　広島県との間における行政不服審査会事務の事務委託に関する規約に基づき、当該
　　　 委託事務の管理及び執行に要する経費を支出した。

根拠法令 東広島市情報公開条例、東広島市個人情報保護条例

目　的
（何のために）

　文書・法務事務を適正に処理するとともに、文書管理の手法として採用しているファイリングシステム
の適正な維持管理、「東広島市情報公開条例」に基づく情報公開及び「東広島市個人情報保護条例」
に基づく個人情報保護を総括する。

対　象
（誰・何を対象に）

　市職員、公文書、市民

所　属 総務部　総務課　文書審査係、法制管理係 総合計画施策体系 4

事務事業名 文書管理事務   ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 2 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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2 款 1 項 12 目

5 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 76.12 ％ 88.56 ％ 87.80 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 10,448 千円 8,720 千円 7,995 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.10 1.10 1.00

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 1.10

7,953 千円

1.10

7,722 千円

1.00

事
業
費

-

嘱託職員 -
7,020

一般財源 2,495 千円 998 千円 975 千円 2,507

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

975 千円 2,507 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 2,495 千円 998 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　法務相談（９６０千円）
　　　　　各所属で発生する法的課題について、その内容に応じ、顧問弁護士に法務相談を行
　　　　い、法的根拠、判例等に基づく的確な助言を受けた。（４件）

　　　２　訴訟事務の適正執行（１５千円）
　　　　　市が被告となる訴訟等について、訴訟事務を適切に処理した。
　　　　　訴訟等：５件（係属中３件、棄却２件）

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　訴訟及び裁判外紛争の早期解決を目指し、引き続き適正な事務処理を行う必要がある。

根拠法令

目　的
（何のために）

　顧問弁護士等への法務相談により、適切かつ迅速に法的紛争の解決を図るとともに、訴訟において
市として適正な対応を行うことを目的とする。

対　象
（誰・何を対象に）

　市職員

所　属 総務部　総務課　法制管理係 総合計画施策体系 4

事務事業名 訴訟対策事務 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 3 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 7 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 総務部　検査課　検査係 総合計画施策体系 4

事務事業名 検査業務一般事務 ソフト一般会計

根拠法令 地方自治法、公共工事の品質確保の促進に関する法律、公共工事の入札及び契約の適正化に関する法律、東広島市建設工事執行規則

目　的
（何のために）

　市が発注する公共工事の適正な検査、及び技術職員の研修を行い、工事成果物の品質を向上させ
る。

対　象
（誰・何を対象に）

　公共工事の受注者、市技術職員

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　工事（業務）検査の実施
　　　　　地方自治法及び公共工事の品質確保の促進に関する法律に基づき、建設工事等の品質確
        保や完了確認のための検査を行った。（工事検査１７０件、業務検査２７２件）

　　　２　技術職員研修の実施
　　　　　公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律に基づき、職員の建設工事に関す
        る知識や技術力の向上を図るため、技術職員研修を行った。(２回開催)

　　　３　土木積算システムの保守及び契約に係る事務（１１,５２７千円）
　　　　　工事及び業務作業を正確かつ迅速に行うために導入している土木積算システムの保守管理
        を行った。

　　　４　工事成績評定に係る事務
　　　　　公共工事の適正かつ能率的な施工を確保するとともに、受注者の技術力向上を図るため、
　　　 工事成績評定を行った。

　　　５　受発注者間の業務効率化
　　　　(1)　受注者、発注者の負担削減を目指し、工事中情報共有システムについて試行し、その検証
　　　　　を行った。（１６件）
　　　　(2)　工事関係書類の簡素化及び関係書類全般について運用の変更を行い、検査事務の円滑
　　　  　化を図った。

       ６　検査に係る事務費等（６８５千円）
　　　　(1)　研修機関への職員の派遣
　　　　(2)　事務の執行に必要な消耗品の購入等

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　今後、更なる受注者の技術力向上及び公共工事の品質の確保に向けて、工事成績評定を活用した
優良工事表彰制度を実施し、より一層の受注意欲及び技術者の意識高揚等を図っていく。
　また公共工事の品質確保のためには、市技術職員の技術力向上が必要不可欠であることから、適切
な工事監督、検査、評価が行えるよう、必要となる技術の習得、技術力向上に資する研修等について、
より効率的・効果的に取り組んでいく。

12,212 千円 14,394 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 2,069 千円 9,216 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

一般財源 2,069 千円 9,216 千円 12,212 千円 14,394

-千円

-

臨時職員 1.00 1.00 0.16 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 6.00 6.00 6.07

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 7.00

45,267 千円

7.00

44,020 千円

6.23

事
業
費

-

嘱託職員 -
43,021

総事業費(A)+(B) 47,336 千円 53,236 千円 55,233 千円 - 千円

人件費/総事業費 95.63 ％ 82.69 ％ 77.89 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

円
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

円

人件費/総事業費 90.54 ％ 89.60 ％ 89.80 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 44,717 千円 43,875 千円 41,403 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 5.60 5.60 5.17

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 5.60

40,488 千円

5.60

39,312 千円

5.58

事
業
費

-

嘱託職員 -
37,178

一般財源 4,229 千円 4,563 千円 4,225 千円 5,056

-千円

-

臨時職員 0.41 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

4,225 千円 5,056 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 4,229 千円 4,563 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

●●１●一般・特別会計等決算の審査
  ●●●「平成29年度東広島市各会計歳入歳出決算及び東広島市各基金運用状況審査意見書」

  ●●を作成し、市長に提出した。（提出日：平成30年9月14日）

●●２●公営企業会計決算の審査
  ●●●「平成29年度東広島市公営企業会計決算審査意見書」を作成し、市長に提出した。
　●●（提出日：平成30年9月14日）

●●３●健全化判断比率及び資金不足比率の審査
  ●●●「平成29年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率審査意見書」を作成し、市

  ●●長に提出した。（提出日：平成30年9月14日）

●●４●例月出納検査
  ●●●毎月1回、会計課、下水道部及び水道局を対象に実施した。

●●５●定期監査、行政監査、財政援助団体等監査、随時監査
  ●●(1)　定期監査

  ●●●●12課（分室を含む）1事務局3出張所、保育所等10施設を対象に実施した。
　●●(2)　行政監査（事務の執行が合理的かつ効率的に行われているかを主眼として行う監査）
　●●●●「債権管理について」をテーマに実施した。
  ●●(3)　財政援助団体等監査（出資団体、財政援助団体、指定管理者を対象とする監査）

  ●●●●「東広島市道の駅湖畔の里福富」及び「東広島芸術文化ホール」の指定管理者を対象
　●●●●に実施した。
  ●●(4)　随時監査
  ●●●●水道局（工事監査）を対象に実施した。

  ●●※監査結果報告　上半期：平成30年11月7日、下半期：平成31年3月27日

●●６●監査委員・事務局職員の専門研修への派遣
  ●●●監査能力向上のため、日本経営協会研修（3名）、市町村アカデミー研修（1名）等へ参加
　●●した。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

●地方公共団体の内部統制及び監査制度の充実強化等の観点から、地方自治法が改正され、監査
基準の策定や勧告制度の創設などが規定された。国から示された監査基準の指針に基づき、本市の
監査基準を策定し公表するとともに、定期監査、例月出納検査、財政援助団体等監査の実効性をより
一層高める必要がある。

根拠法令 地方自治法、地方自治法施行令、東広島市監査委員条例

目　的
（何のために）

○地方自治法等の規定に基づき、本市の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理等が
適正かつ合理的、効率的に行われているかの監査や検査等を実施し、住民の福祉の増進に努める。

対　象
（誰・何を対象に）

○市及び財政援助団体等

所　属 監査委員事務局　監査係 総合計画施策体系 4

事務事業名 監査委員及び事務局運営事務 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 9 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 22 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 総務部　秘書課 総合計画施策体系 4

事務事業名 渉外秘書事務 ソフト一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

　市長等の秘書及び渉外事務等の円滑な推進

対　象
（誰・何を対象に）

　市長、副市長及び来庁者

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　市長及び副市長の秘書（７,０９９千円）
　　　　　市長及び副市長の秘書事務（交際費支出、公用車の運転管理を含む。）を円滑に行った。
　　　　(1)　交際費（549千円）
　　　　　ア 儀礼的交際費　18件（234千円）
　　　　　イ 社交的交際費   58件（315千円）
　　　　(2)　公用車の運転管理（2,120千円）
　　　　　ア 市長車　　 1台（リース車　※管財課所管。運転業務は正規職員。）
　　　　　イ 副市長車　1台（リース車　※管財課所管。運転業務は委託。（委託料2,120千円））
　　　　(3)　その他(4,430千円)
　　　　　出張、来客への応対等に係る経常的な秘書事務を円滑に行った。

　　　２　市表彰式等の執行（８５８千円）
　　　　　市表彰及び叙勲、褒章等に係る事務を行った。
　　　　　表彰式開催日：11月16日（例年7～8月だが、平成30年7月豪雨災害の影響により延期）
　　　　　被表彰者数　 ：47人と2団体

　　　３　市長会への参加（２,３４９千円）
　　　　　全国市長会（中国市長会を含む。）及び広島県市長会に参加し、会員間の情報共有及び
　　　 連携協調を図った。
　　　　　ア 全国市長会負担金：705千円
　　　　　イ 広島県市長会運営負担金：1,644千円

　　　４　国内姉妹都市との交流(７９５千円）
　　　　　姉妹都市である北広島市と、両市で開催される祭り等の行事に際して、相互に訪問し、両
　　　　市間の理解と交流を深めた。
　　　　　ア 派遣：北広島ふるさと祭り（8月4日）：4人（7月豪雨災害の影響により滞在日程縮小）
　　　　　　　　　　　9月の北海道胆振東部地震にかかる見舞（11月1日）：2人
　　　　　イ 受入：平成30年7月豪雨災害にかかる見舞（7月26日）：4人
　　　　　　　　　　 酒まつりは来訪なし（北海道胆振東部地震の影響による）

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　引き続き、適正かつ円滑な渉外秘書事務を推進する。

11,101 千円 23,121 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 10,591 千円 10,813 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

一般財源 10,591 千円 10,813 千円 11,101 千円 23,121

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 5.60 5.80 5.80

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 5.60

40,487 千円

5.80

40,716 千円

5.80

事
業
費

-

嘱託職員 -
40,716

総事業費(A)+(B) 51,078 千円 51,529 千円 51,817 千円 - 千円

人件費/総事業費 79.27 ％ 79.02 ％ 78.58 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 23 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 総務部　総務課　法制管理係 総合計画施策体系 4

事務事業名 公平委員会運営事務 ソフト一般会計

根拠法令 地方自治法、地方公務員法、東広島市公平委員会設置条例

目　的
（何のために）

　公平委員会において、職員の勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分に対する審査請求を
審査する等の事務を行い、もって職員の身分保障及び権利の保護を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市職員

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　公平委員会の運営（７２９千円）
　　　　　定例会を１０回開催し、職員団体登録申請書の記載事項の変更、不利益処分について
　　　　の審査請求に関する規則等の改正について審議を行った。
　
　　　２　全国公平委員会連合会総会・研修会等への参加（４００千円）
　　　　　人事行政に広い識見を持つため、全国公平委員会連合会、同中国支部、広島県公平
　　　　委員会連合会の総会等に参加し、意見交換を行ったほか、研修を受講した。
　

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　引き続き人事行政に係る情報収集及び知識の習得に努め、事案発生時には、公平、適正な審議が
実施できるよう備える必要がある。

1,129 千円 1,278 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 1,194 千円 1,229 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

一般財源 1,194 千円 1,229 千円 1,129 千円 1,278

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.20 0.10 0.20

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.20

1,446 千円

0.10

702 千円

0.20

事
業
費

-

嘱託職員 -
1,404

総事業費(A)+(B) 2,640 千円 1,931 千円 2,533 千円 - 千円

人件費/総事業費 54.77 ％ 36.35 ％ 55.43 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円

-33-



( )

-

2 款 1 項 5 目

5 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

円

人件費/総事業費 89.53 ％ 89.70 ％ 89.67 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 102,443 千円 98,657 千円 102,735 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 11.40 11.39 12.00

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 16.15

91,715 千円

15.64

88,498 千円

16.00

事
業
費

-

嘱託職員 4.00 4.00 4.00 -
92,120

一般財源 10,095 千円 9,520 千円 9,960 千円 10,527

-千円

-

臨時職員 0.75 0.25 -

千円 千円

その他 633 千円 639 千円 655 千円 640 千円

10,615 千円 11,167 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 10,728 千円 10,159 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　歳入・歳出伝票の審査、収入・支払事務（１０,１１８千円）
　　　　・ 歳入伝票件数　29,818件、収入処理件数　462,015件
　　　　・ 歳出伝票件数　96,501件、口座振込件数　261,945件
　　　　（支出内容）
　　　　　・郵便振替口座月まとめ料金                        660千円
　　　　　・口座振替収納取扱手数料                          844千円
　　　　　・支所集配金取扱業務委託料                   4,666千円
　　　　　・電磁的データ作成業務委託料　              2,842千円
　　　　　・会計管理事務の執行に必要な事務費等　　1,106千円

　　　２　公金の管理・運用（４９７千円）
　　　　　市内の金融機関への定期預金等の預入れや債券の保有による運用を行った。
　　　　　運用益は、歳計現金及び歳計外現金の運用によるものが223千円、基金の運用によるものが
　　　　43,378千円。

　　　３　歳入歳出決算の調製
　　　　　一般会計及び特別会計並びに財産区特別会計について、平成29年度歳入歳出決算を調製
　　　　した。

　　　４　会計事務研修等の実施
　　　　　適正な会計処理が行われるよう、新規採用職員及び会計事務担当職員を対象に支出や収入
　　　　に関する研修、所属長を対象に定期監査における指摘要望事項や支出命令書の決裁時のポイ
　　　　ントに関する研修を実施したほか、会計事務の手引の改訂や伝票作成のチェックシートやポイン
　　　　ト集を新たに作成した。
　
　　　５　会計検査の実施
　　　　　公金の取扱いについて金融機関に対する検査を行うとともに、担当課における現金の保管状
　　　　況等について検査を行った。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　公金の支出に当たっては、法令等を順守し、適切に執行されていることが重要である。そのため、今
後も継続して職員研修を実施し、正しい伝票の作成の仕方を周知徹底するとともに、新財務会計シス
テムの効果的な活用方法の周知や会計課職員の伝票審査の能力の向上に取り組み、正確かつ迅速
な会計事務の執行に努めていく。また、公金の管理・運用については、資金需要を的確に把握しなが
ら、安全、確実かつ有利であることを原則として、定期預金や債券により運用する。

根拠法令 地方自治法

目　的
（何のために）

　公金の適正な管理を目的として、現金の出納、保管及び記録管理、支出命令の審査、歳入歳出決
算の調製等の会計事務を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　市・財産区の公金（歳計現金、歳計外現金、基金）

所　属 会計管理室　会計課 総合計画施策体系 4

事務事業名 会計管理事務 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 24 新規・継続 継続
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